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はじめに
年という長い年月を経てようやく採択された ｢先住民族の権利に関
する国連宣言｣ (以下, 国連宣言) を, 潘基文国連事務総長は, ｢国連加
盟国と先住民族がその痛ましい歴史について和解し, すべての人にとっ
ての人権, 正義, 発展の道を共に進むことを決意した歴史的な瞬間｣ と
して歓迎した
(１)
｡ 年９月の国連宣言採択から７年以上たった現在, お
祝いムードは沈静化し, 実施の時代に入っている｡ しかし, 国連宣言の
実施が困難に直面していることは, 国連の関連諸機関で共通認識となっ
てきている｡ では, 何が国連宣言の実施を妨げているのだろうか｡ また,
それに対して, 先住民族の権利保障に関わる国連の諸機関は, いかなる
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努力をおこなっているのか｡ 本稿では, 国連宣言の実施に向けた国際的
努力とその課題について考察をおこなう｡
Ⅰ国連宣言実施の現状
国連宣言の国内実施
以下では, まず, 国連宣言採択後, 宣言が各国の国内法政策等に現実
にもたらした変化の例をあげる｡ 国内裁判所において国連宣言が利用さ
れた例として, 年月のベリーズ最高裁判所 (第１審) 判決がある
(２)
｡
本件では, 慣習的土地保有に基づく先住民族の土地に対する集団的権利
を認め, それが憲法で保護される ｢財産｣ を構成するというベリーズ史
上初の画期的判断がおこなわれた｡ 同裁判所は, コモン・ローにおける
先住権原理論に基づいて当該判断をおこなったのだが, 	
首席裁
判官は, 国連宣言が先住民族の土地及び資源に関する国際法の一般原則
を具現化しており, その国連総会での採択にベリーズ政府が賛成票を投
じたことを忘れてはならないと述べている ()｡
次に, 国連宣言を国内法化した例としては, 年月にボリビアが
宣言規定に同国内における法的効力を承認する法を採択したことがある｡
さらにボリビアは, 年新憲法で先住民族共同体の自治を承認し, 当
該地域における天然資源の管理も認めた｡ 当時のボリビアは先住民族出
身の
が大統領で, しかも先住民族が国民の多数派を占めてお
り, 他の多くの国と事情を異にすることに留意する必要はあるものの,
これらは国連宣言が国内法政策に影響を与えた先例として評価しうる｡
国連宣言の国内実施の例は, 現在までのところ, 筆者の知る限りでは
上述の２つにとどまっている｡ 年の人権理事会決議での要請
を受けておこなわれた先住民族の権利に関する専門家メカニズム (
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ンアメリカ諸国の葛藤｣ 『神戸法学年報』 第(号 (年), －頁｡
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による国連宣言の国内実施に関する調査では, オーストラリア, ボリビ
ア, ボスニア・ヘルツェゴビナ, ブルキナ・ファソ, チリ, コンゴ, デ
ンマーク, フィンランド, フランス, ギニア, イラク, カザフスタン,
ラオス, メキシコ, ミャンマー, ニュージーランド, ノルウェー, ペルー,
トリニダード・トバゴ, ベネズエラ, アメリカ合衆国から回答があった
が, その回答からも, 前述以外の国連宣言の国内実施の例は見受けられ
ない｡ 実際, これらの回答を分析した年報告書は, ｢新し
い法, 政策又はその他の措置を考案する際に国連宣言を考慮することを
要求する立法をおこなった国はない｣ と結論づけている
(３)
｡ ただし, 前述
したように, 回答をおこなったボリビアでは国連宣言の国内法化がおこ
なわれている｡
調査への回答で注目されるのは, 国連宣言採択後に, その一
部の権利を実現するものと評しうる新法が制定された例が幾つか存在す
ることである
(４)
｡ 例えば, コンゴでは, 年２月に, 土地権を含む様々
な先住民族の権利を保障する国内法が発効しているが, その起草過程で
は, 先住民族との協議がおこなわれ, 人及び人民の権利に関するアフリ
カ委員会 (以下, アフリカ人権委員会) や先住民の人権及び基本的自由
の状況に関する特別報告者 (以下, 特別報告者) も技術支援している
(５)
｡
またペルーでは, 先住民族の権利に影響を与える開発計画を議会が承認
する前に先住民族との協議をおこなうことを要求する法が制定され,
年８月に発効している
(６)
｡
国連宣言採択後におこなわれた, いわゆる ｢優れた実行｣ (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) の例は, 特別報告者である	
も年に国連総会に
提出した報告書で紹介している｡ 例えば, エクアドルは, 年の憲法
改正にあたって特別報告者に関連国際基準との調和について助言を要請
し, 先住民族の言語を公用語と認める等の先住民族の権利の強化をおこ
なった
(７)
｡ チリでは先住民族の権利を認める憲法改正が検討されており,
その目的で政府と先住民族との協議がおこなわれている
(８)
｡
ただし, このような ｢優れた実行｣ も, 特別報告者等が関与する場合
には特に, 国連宣言を ｢参照する｣ ことはあっても, 多くの場合, 新法
の採択や憲法改正は国連宣言実施のためにおこなわれたわけではなく,
宣言が必ず守られなければならない国際基準として認識されていたとは
言い難い｡
実施を妨げる要因
年報告書は, 国家からの回答を受けて, 国連宣言の実施
を妨げている主要な要因として以下のようなことを指摘している｡ 第１
は, 国連宣言の知識不足やその権利を尊重することを確保する意識の欠
如である｡ これは特に先住民族がマイノリティである場合, その国にお
ける先住民族の権利の優先順位が低いことにより助長される｡ また, ど
のように宣言を実施したらよいかの情報が欠如していることを指摘する
国もあり, 国家と先住民族の間で対話をおこない, 情報交換をする仕組
みを発展させる必要性があるとされる｡ 自決権や事前の自由なインフォー
ムド・コンセント () 等の定義に関するコンセンサスの欠如が宣
言の実施の妨げになっていることを指摘する国もあった
(９)
｡
第２は, 国連宣言を実施するコストとその作業のために限定的な資源
のみが利用可能なことである｡ これは, 特に土地の境界確定と権原付与
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について確認されている｡ 先住民族共同体が不便な遠隔地に暮らしてい
ることが, そこにアクセスし, サービスを提供することを難しくしてい
ることを指摘する国もある｡ またある国に多くの先住民族言語が存在し
ている場合, すべての言語で公的資料を作成し, 配布することは難しい
ことも指摘されている
()
｡
第３は, 国連宣言の実施において地域的多様性が必要となることであ
る｡ それぞれの先住民族が独自の歴史, 文化, 必要性, 視点をもってい
ることが指摘されている
()
｡ 第４に, 国連宣言に規定される先住民族の承
認及び実施と平等原則のバランスに苦しんでいるように見える国もある｡
平等が国連宣言を達成することを目的とする特別プログラムを禁じてい
るように解釈し続けている国もあるという
()
｡
第１から第３までは, 国家の国連宣言に関する知識・技術・財源不足
に起因するものであるが, これらは他の人権条約においても存在する現
象である｡ このような問題を克服するために, 国連で作成された人権条
約では報告制度を設け, 文化や経済等の違いにもかかわらず遵守する必
要のある基準を明確にし, 国家との建設的対話を通じて, その遵守を促
している｡
第４も国連宣言の知識不足に由来するものといえるが, この点に関し
て, アフリカ人権委員会の国連宣言に関する勧告的意見 (年) が参
考になる｡ それによると, 先住民族の権利は, ｢国内の共同体間に階層
を創設するものではなく, むしろ歴史的に周辺化されてきた集団のため
の権利と自由の平等な享受を保障しようとするものである
()
｣ ｡ 先住民族
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の権利運動は, 具体的な人間の経済的, 文化的, 社会的差異を考慮せず,
事実上の環境の不均衡を問題にしなかった近代の平等観に対する異議申
立という側面があり, 国連宣言は, 歴史的に構造的差別に苦しめられて
きた集団に実質的平等を確保しようとするものといえる｡
このように, 報告書は, 国連宣言の実施を妨げている要因の
一つに国家の知識不足があることを指摘しているが, 具体的にどのよう
な問題が知識不足として捉えられているのだろうか｡ 以下, この点を考
察する｡
Ⅱ国連宣言の実施に向けた国連諸機関の実行
国連宣言第条は, ｢国際連合, 先住民族問題に関する常設フォーラ
ムを含むその諸機関及び国レベルも含むその専門機関並びに国家は, こ
の宣言の規程の尊重及び完全適用を促進し, この宣言の有効性をフォロー
アップしなければならない｣ と規定する｡ 先住民族の権利保障を任務と
する国連機関として, 前述した
(	)
及び特別報告者
(	
)
に加えて, 国連
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(	) は, 国連人権理事会が人権小委員会先住民族作業部会に代えて
年に設置した, 理事会の補助機関である (
())｡ ５名の個人資格の委員で構成されるが, 理事
会はその任命にあたり, ジェンダー・バランスと地理的配分の他, 先住民
族出身の委員に特別の配慮をおこなうものとされる｡ は ｢理事会
の要請する形態と態様により, 先住民族の権利にかかるテーマの専門的な
助言を理事会に提出する｣ 機関と位置づけられており, 研究・調査に基づ
いた助言の作成と, 理事会の人権保障活動の範囲内で理事会宛てに提案を
行うことが任務とされる (苑原俊明 ｢先住民族の権利保障に関わる国連メ
カニズムについて｣ 『人類の道しるべとしての国際法―平和, 自由, 繁栄
をめざして』 国際書院, 		年,  － 頁)｡
(	
) 	年に国連人権委員会がそのテーマ別の特別手続きの一環として任命
した｡ 	年から!年まで"#$%が, !年から	
年まで&'(が務めた後, 	年からは)*+*,-
が務めている｡ その任務は, ｢優れた実行｣ の促進, 国別の先住民族の人
権状況の報告, 通報を通じた先住民族の権利侵害に関する具体的事例への
宣言第条で言及される先住民族問題に関する常設フォーラム
()
(	

 ) が存在する｡ いずれも国
連宣言の実施監視を任務として設置されたわけではないが, 前述の
報告書のように, 国連宣言の実施に向けた重要な研究や提言をおこ
なっている｡ これらの活動の中で特に注目されるのが, 国連宣言採択後
の年に特別報告者に就任した		が, その任務である国別現地
調査及び通報審査の中で, 事実の評価や勧告において国連宣言にしばし
ば言及しており, これらの制度に国連宣言の実施監視機能を事実上もた
せようとする傾向が認められることである｡ このうち特に通報審査にお
いては, 特別報告者と関連政府との間で, 国連宣言の適用をめぐった攻
防が繰り広げられており, 国連宣言の実施の課題を考える上で, 注目に
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対処, テーマ別研究の４つに大別される ( !"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() は, 年に設置された経済社会理事会の補助機関で, 政府推薦
委員８名と先住民族委員８名の個人資格の専門家によって構成される｡ 先
住民族委員は, 世界の先住民の多様性及び地域的配分, 並びに, 内部手続
きを含む透明性, 代表性, 及びすべての先住民の平等な機会という原則を
考慮し, 先住民組織との広範な協議に基づいて推薦された先住民族の候補
者から, 経社理執行部及び各地域のコーディネーターを通じた地域グルー
プとの公式協議を経て, 経社理議長が任命する｡ は, 先住民族の経
済・社会発展, 文化, 環境, 教育, 健康及び人権に関する問題を討議し,
経社理に助言と勧告をすることを任務とする (苑原・前掲論文注 ()
－,頁)｡
なお, 具体的な人権状況について行動をとる権限は準備過程で常設フォ
ーラムの権限から意図的に排除された経緯がある｡ 第１期の委員を
務めた岩沢によれば, 第２会期及び第３会期の報告書で, 具体的な人権状
況について報告書で触れたところ, 経社理の審議で問題となり, 経社理決
議で ｢深刻な懸念と留保｣ が示され, に考慮するよう求めたため,
その後は, 特別報告者との双方向対話の場が提供されることになったとい
う (岩沢雄司 ｢先住民族に対する国連の新たな取組み― ｢先住問題常設フ
ォーラム｣ 新設の意義｣ 『ジュリスト』 -*.(年), 頁)｡
値する｡
また, は, 国連宣言で確認された権利を促進する重要なツー
ルとして, 国連人権理事会の普遍的定期審査 () にも注目してい
る
(	)
｡ において, 国連人権高等弁務官事務所 (
) が作成す
る国連文書に関する締約国情報の中には, 人権条約実施監視機関の最終
所見等に加えて, 特別報告者の国別現地調査に基づく報告書の勧告―そ
の中には, 国連宣言に依拠したものもある―が含められている｡ こうし
た情報に基づいておこなわれるでは, 国連宣言の実施が求められ
る場合もあるが, 勧告に対しては被審査国がそれを支持するかどうかの
確認がおこなわれており, そこで被審査国から反論がおこなわれる場合
もある｡
特別報告者による通報審査や人権理事会のにおける被審査国と
の攻防の検討は, 現在, 国連宣言の実施を妨げている要因を理解する上
で必要不可欠であるが, これまで注目されてこなかった｡ そのため, 以
下では, 特別報告者による通報審査と人権理事会のに特に焦点を
あて, そこにおいて国連宣言がいかに用いられ, 被審査国との間でどの
ような攻防が繰り広げられているかを検討する｡ それにより, 現在, 国
連宣言に関する知識不足として捉えられうる問題としてどのようなもの
があるかを明らかにする｡ なお, は勧告と被審査国による勧告不
支持表明等で対話が完結しているのに対して, 特別報告者による通報審
査では, 国連宣言の適切な理解の説明まで継続して対話がおこなわれる｡
以下では, 先にの検討をおこなった上で, 特別報告者による通報
審査について考察をする｡
国連人権理事会
被審査国がでの勧告を支持するかの確認において, 国連宣言に
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
()
(	) ()
基づく勧告に対して, 被審査国が支持しない場合がしばしばあるが
()
, そ
の理由としてあげられることが多いのが自国には先住民族は存在しない
と主張する例と国連宣言の法的拘束力のなさを指摘する例, さらに国連
宣言の原則や一般的な実施は支持する一方で, 宣言の無条件の実施は受
け入れられないとする例を指摘できる｡ また, 勧告を支持するが, 自国
の政策等が国連宣言と合致していることを主張する例もある｡ 以下では,
において国連宣言を用いた勧告がどのように出されているかを確
認した後, 国家による対応を検討する｡
() 自国には先住民族は存在しないと主張する例
() ボツワナ
	による国連文書に関する締約国情報では, 人種差別撤廃委
員会の最終所見に加えて, 次のような特別報告者の国別現地調査におけ
る勧告に言及されていた
(
)
｡ ｢すべての法及び政府プログラムは, 特定の
集団を差別するのではなく, むしろ文化的多様性を考慮し, それを強化
し, 国連宣言を支持することを確保するために必要な再検討及び改正を
おこなわなければならない
()
｣｡
中京法学
巻３・４号 (年) ()
() 国連宣言に基づく勧告が被審査国により支持される場合もある｡ 例えば,
パラグアイは, ｢パラグアイ国内におけるすべての先住民族の土地及び天
然資源に対する権利を含め, 第
号条約及び国連宣言の遵守を確保
するために措置をとること｣ というノルウェーの勧告を支持している (
	())｡ ベリーズは, ｢国連宣言
の諸規定と合致するように, 先住民族の権利の尊重を支持する努力を強め
ること｣ というメキシコの勧告を支持している (	
(
))｡ コロンビアは, ｢公共政策の実施にあたり, 国
連宣言を考慮すること｣ というボリビアの勧告を支持している (
	(
))｡ スウェーデンは, ｢国連宣言
を効果的に実施し,  と完全に協力して, その完全な実施のためのメ
カニズムを確立すること｣ というイランの勧告を支持している (
	()

)｡
(
) 	!"#!()
このような情報に基づいてでは, 先住民族の権利に関して, 次
のような勧告がおこなわれ, いずれもボツワナの支持を得られなかった
()
｡
｢中央カラハリ保護区におけるツーリズムの発展が, 生活のための狩猟
や採集及び水へのアクセスを含め, 先住民族がその伝統的慣行を続けら
れるように確保すること｣ (メキシコ)｡ ｢先住民族に影響を与える問題
への先住民族の参加, 及び先住民族としての権利を向上させるための効
果的措置をとること｣ (フィンランド)｡ ｢可能な場合には, 独自の言語
での教育を含め, 先住民族の子どもの教育への平等なアクセスを強化す
るよう, 適切な資源配分を含め, あらゆる適切な措置をとること｣ (フィ
ンランド)｡
これらの勧告を支持しない理由は述べられていないが, 審査において,
ボツワナは, 特別報告者の勧告に関連して, ｢政府は, いかなる特定の
集団も, 他より先住性があることを認めない｡ すべての集団が土着のも
のと考えられている｣ と主張し, 自国内の先住民族の存在を否定してい
た
()
｡ 後述するように, ボツワナは, 特別報告者の通報審査においても同
様の主張を展開している｡
() 国連宣言の法的拘束力のなさを指摘する例
() カナダ
	による国連文書に関する締約国情報では, ｢委員会は, アボ
リジニーの協議をおこなう権利, 
	の権利を実施し, 彼 (女) らの
土地に対する権利を確立するための合意を探求し, その手段及び方法を
見出すよう要請する｣ という人種差別撤廃員会によるオーストラリアに
対する最終所見 (年) の要約を載せている
()
｡ なお, 当該最終所見で,
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
()
() 	()
() 	()
() 
() 	  	()
人種差別撤廃員会は, ｢委員会は, 締約国が, 先住民族と協議の上, 国
連宣言を実施するために国家行動計画を練り, 採択することを検討する
よう要請する｣ という勧告をおこなっていた
()
｡
では, 国連宣言に言及した次のような勧告がおこなわれた
()
｡
｢国連宣言に従って, 国家行動計画を採択することを検討すること (略)｣
(カボベルデ)｡ ｢先住民族と協議の上, 国連宣言を実施するための国家
行動計画を採択すること｣ (メキシコ)｡ ｢国連宣言に完全な効力を付与
すること｣ (トーゴ)｡ ｢先住民族の生活の質が他の市民と同様になるよ
うに, 経済的, 社会的及び文化的権利を含む, あらゆる人権の完全な享
受を先住民族に確保するため, 国連宣言の実施を含め, すべての必要な
措置をとること｣ (キューバ)｡
カナダは, これらすべての勧告を支持しない旨を表明し, 次のように
述べた｡ ｢(これらの勧告は,) 国連宣言に関するもので, カナダはそれ
を願望を示す, 非拘束的文書であるとみなしている｡ カナダは, 教育,
経済発展, 住居, 児童及び家族手当, 安全な飲み水へのアクセス, 保留
地のファースト・ネーションに対する人権保護の拡張及び婚姻関係にお
ける不動産保護を含め, 宣言で扱われている問題の多くについて, アボ
リジニーと協力して, 努力し続ける
()
｣｡
() 国連宣言の原則や一般的な実施は支持する一方で, 宣言の無条件
の実施は受け入れられないとする例
(	) オーストラリア

による国連文書に関する締約国情報は, 自由権規約委員会,
社会権規約委員会, 人種差別撤廃員会による最終所見に加えて, 次のよ
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()   ()
うな特別報告者の国別現地調査における勧告に言及している
()
｡ ｢コモン
ウェルスと国家政府は, アボリジニーとトレス海峡諸島民に影響を与え
るすべての立法, 政策, プログラムについて, 国連宣言の観点から, 再
検討しなくてはならない
()
｣｡
では, 国連宣言に言及した, 次の一連の勧告がおこなわれた
()
｡
｢国連宣言を完全に実施するために, 憲法, 立法, 公共政策, プログラ
ムを見直すこと (ボリビア)｡ ノーザンテリトリーを含め, 国連宣言の
効果的実施を確保すること, 及びオーストラリアの先住民族の議会が先
住民族の必要性を扱うことができるよう適切な支持を与えること (ガー
ナ)｡ 先住民族と協議の上, 国連宣言を実施し, 啓発するための詳細な
枠組みを発展させること (ハンガリー)｡ 国連宣言の実施を確保するた
めに更なる措置をとること (デンマーク)｣｡
これらの勧告について, オーストラリアは, 一部支持するとして, 次
のようなコメントをつけた｡ ｢オーストラリア政府は, 国連宣言の諸原
則の促進及び尊重を支持する｡ オーストラリア政府は, オーストラリア
の先住民族の議会の設立とその早期活動を支持するために資金提供する
ことを約束している
(	)
｣｡ このようにオーストラリアは, 国連宣言の ｢権
利｣ の実施ではなく, ｢原則｣ の促進及び尊重を支持するという表現に
とどめている｡
(
) アメリカ
による国連文書に関する締約国情報は, 人種差別撤廃員会
の最終所見を次のように要約して掲載している｡ 締約国は, ｢ネイティ
ヴ・アメリカンが自ら影響を受ける決定に参加し, 彼 (女) らの土地に
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
()
() 	(		)
()  (		) 
() 	(	)	
(	) 	(	)
おけるいかなる活動も採択及び実施される前に, 彼 (女) らと誠実に協
議する権利を認めなければならず, 先住民族に関連する条約上の義務を
解釈するための指針として国連宣言が利用されなければならない
()
｣｡
でおこなわれた国連宣言に関する勧告のうち, 以下のものにつ
いては, アメリカは支持を表明している
()
｡ ｢先住アメリカ人の権利を保
障し, 国連宣言を完全に実施すること｣ (イラン)｡ ｢国連宣言を採用及
び実施すること｣ (ジャマヒリヤ)｡ ｢国家再検討プロセスを完了する際
に, 国連宣言を是認すること｣ (フィンランド)｡ ｢国連宣言に関する前
進を継続すること｣ (ニュージーランド)｡ ｢国連宣言に従ってネイティ
ヴ・アメリカンの権利の完全な享受を保障すること｣ (ニカラグア)｡ こ
れらの勧告については, アメリカが年に国連宣言支持を表明する際
に発表した ｢国連宣言に対する合衆国支持の声明―政府対政府の関係を
促進し, 先住民族の生活を向上させるためのイニシアティブ
()
｣ と両立す
ると説明されている｡
また, ボリビアによる ｢国連宣言を条件又は留保なく承認し, 連邦及
び国家レベルで実施すること｣ という勧告について, アメリカは, 前半
は支持できないが, 後半は ｢国連宣言に対する合衆国支持の声明｣ と両
立するとしている
()
｡ なお, 同声明では, 国連宣言について ｢法的拘束力
はなく, 現代国際法の声明でもないが, 道徳的及び政治的な力がある｣
ことを確認した上で, ｢適切な場合には自国の法及び政策を改良するこ
とも探求しながらも, 合衆国憲法及び法, 並びに国際義務の構造の中で
達成されることを探求する｣ 合衆国の願望を国連宣言が表現していると
中京法学	巻３・４号 (
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述べている｡
その一方で, 人種差別撤廃員会の最終所見を受けておこなわれたガー
ナによる ｢先住民族に関連する条約上の義務を解釈するための指針とし
て国連宣言が利用されなければならない
()
｣ という勧告に対しては, 支持
しない旨を明確にしている
()
｡ これは, 後述する, 特別報告者による通報
審査におけるアメリカの立場と合致している｡
() 勧告を支持するが, 自国の政策等が国連宣言と合致していること
を主張する例
() ニュージーランド
年の	
の時点では, ニュージーランドは国連宣言に対して反
対の立場を変えていなかったため, ｢国連宣言を支持し (オーストリア,
パキスタン), 実施する (パキスタン) こと｣ や ｢国連宣言採択によっ
て生じた賛成の機運に加わり, 当該文書を支持すること｣ (メキシコ)
という勧告がおこなわれた
()
｡ これに対して, ニュージーランドは, ｢政
府は, 先住民族に関連する問題解決のために発展してきた独特で進歩的
な国内枠組を保護できるのであれば, 国連宣言支持に向かいたい
()
｣ と返
答していた｡
ニュージーランドが国連宣言支持に転換した後, 年におこなわれ
た	
では, ｢国連宣言の実施及び促進を確保するための具体的措置
をとること｣ という勧告がノルウェーからおこなわれた
()
｡ ニュージーラ
ンドは, 当該勧告を支持するとしながら, ｢国連宣言は, ニュージーラ
ンドの先住民族に影響を与える問題を解決する政府の努力の中心であり
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
()
() 	()
() 	()
() 	()
(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()
() 	()
続けているワイタンギ条約と両立する｣ と説明を付している
()
｡
ニュージーランドは, 国連宣言支持を表明する声明において, 国連宣
言が法的拘束力をもたないことを確認し, さらに前政権が懸念を示した
や不正に剥奪された土地に対する完全な補償または返還等につい
ては, ｢困難で挑戦的であるが, 宣言の目標とする精神に留意し, ニュー
ジーランドの現在の法および憲法の枠内で, マオリと共に, これらの点
について継続的に促進することを確約する｣ と述べ, 国連宣言を支持す
ることにより国内法が変更されないことを示していた
()
｡ 	における
ニュージーランドの対応も当該方針に基づくものといえる｡

特別報告者による通報審査
() 国連宣言の位置づけと審査の性格

年９月に採択された国連人権理事会決議
は, 通報審査に関
連して特別報告者の任務を次のように更新した
(
)
｡ ｢先住民の人権及び基
本的自由の侵害について, 政府, 先住民及びその共同体・組織を含む,
あらゆる関連する情報源からの情報及び通報を収集し, 要請し, 受理し,
交換すること｣ (第１項)｡ ｢先住民の人権及び基本的自由の侵害を防
止し, 救済するために適切な措置及び活動についての勧告及び提案を作
成すること｣ (第１項)｡ ｢政府, 関連国連機関, 専門機関及びプログ
ラム, 先住民族, 及びその他の地域的又は地域内の国際組織を含
む, あらゆる関連アクターと, 政府の要請に基づく技術協力の可能性を
含む, 定期的な協力的対話をおこなうこと｣ (第１項)｡
は, 特別報告者就任後, 最初の通報審査に関する報告書 (

年) において, 当該制度における国連宣言の役割を次のように述べてい
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る｡ ｢年９月日に総会で採択された国連宣言は, 今や重要な参照
のための規範的枠組み (	

	) を提供する｡
適切な場合には, 特別報告者は, 申し立てられている人権侵害を扱うた
め, さもなくば先住民族の権利の尊重を促進するため, 政府や他の者と
コミュニケーションをとる際に, 他の適用可能な人権文書に加えて, 宣
言の関連条項に注意を喚起する｡ このようにして, 特別報告者は, ｢適
切な場合に, 国連宣言及び先住民族の権利の向上に関わる国際文書を促
進する｣ (第１項 ) という, 人権理事会により特定された任務の他の
側面も推進する
()
｣ ｡ このような考えに基づき, 

は, 通報審査に
おいて, 関連する人権条約に加えて国連宣言に言及しながら, 通報事例
の評価や勧告をおこなっている｡


は通報審査において, 国連宣言を ｢参照のための規範的枠組
み｣ として用いることを明らかにする一方で, 政府の協力が当該手続の
実効性にとって本質的であるとの立場から
()
, 政府との建設的対話の重要
性を次のように強調している｡ ｢人権侵害の通報を送付することに加え
て, 特別報告者は, 彼の任務の文言に従って, 違反を防止し, 優れた実
行を発展させるために, 政府と建設的対話に従事するよう努める｡ これ
は, 特に, 先住民族の権利に関する国際基準に資するプログラム又は法
改正の促進のために, 関連国連機関又は地域機関と協力しておこなう,
政府への技術援助を促進するためのコミュニケーションを含む
()
｣｡ この
ように特別報告者による通報審査は, 自らを裁判に類するものと見なす
よりも, 法的拘束力のない同制度の実効性確保のためには政府の協力が
不可欠であることを認識し, むしろ人権諸条約の報告審査のように, 締
約国との建設的対話を重視している｡ このような個人通報審査の性格や
自らに与えられた権限を考慮し, 

は, 国連宣言や関連人権条約
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
()
() () ! !


() () ! !


() () ! !


等に言及はしているが, それに基づく違法性認定は, 原則としておこなっ
ていない｡
特別報告者の通報審査では, いかなる個人, 集団又は組織も被害者と
の関係に関わりなく, 情報を送付することができ, 国内的救済の完了は
求められていない｡ もっとも特別報告者がすべてのケースについて対応
することは不可能であることから, ｢状況が先住民族に対する人権侵害
の広範なパターンを代表する, あるいは関連する場合に行動をとりうる｣
とされる
()
｡ また, ｢個人の権利侵害を扱う他の国連メカニズムが存在す
ることから, 特別報告者は, 先住民族の集団的権利, 特に, 国連宣言で
確認された集団的権利の侵害を含む事案を優先的に考慮する｣ としてい
る
()
｡ 行動をとることを決定した通報について, 特別報告者は, 関連政府
に書簡を送り, 政府の返答を求める｡ 年の通報審査に関する報告書
によれば, 	
	は, 多くの政府が期日内に詳細な返答をおこなって
いることに感謝すると同時に, かなりの数の政府が返答していないこと
に遺憾の意を示している
()
｡ ただし, 返答があった場合も, 特別報告者の
国連宣言に基づく勧告を素直に受け入れているケースを見つけることは
難しく, むしろ次にみるような激しい攻防が特別報告者と政府との間で
繰り広げられることも少なくない｡ 政府が国連宣言の自国への適用を拒
む主なパターンとしては, 問題の集団が先住民族でないと主張する例と
国連宣言の法的拘束力のなさを指摘する例を指摘することができる｡ そ
のため, 以下では, これらの主張をめぐる特別報告者と政府との攻防を
検討する｡
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() 問題の集団が先住民族でないと主張する例
() インド
マニプル州における	ダム建設が当該地域に先住する部族共
同体に影響を与えるにも関わらず, その
を得ることなくおこなわ
れていることに関する通報について, インドは次のような返答をし, 事
態が特別報告者の権限外であり, 自国には国連宣言が適用されない旨を
主張した｡ ｢本件は先住民の人権及び基本的自由の状況に関する特別報
告者の任務権限には入らない｡ なぜなら国際的なインドの立場では,
｢先住｣ () の文言は, 年の独立時の国民全体及びその
後継者達のことをいうからである｡ 政府が国連宣言の採択を支持したの
は, 宣言がどの集団が先住民族を構成するかを定義しなかったという理
解に基づいている
()
｣｡
これに対して, は, その所見の中で, ｢特別報告者は, 独立の
時のインド人口全体がインドを源とすること, 及び, それゆえ現在の後
継者人口全体が, 文字どおりの意味で, 先住していると考えうることに
同意しないわけではない｡ しかし, このことは, 国連や地域的人権制度
を通じて, また特別報告者の任務に関連して発展した先住民族に対する
国際的関心の範疇に含まれる集団がインドにいないことを意味しない｡｣
｢それとは反対に, インドには, 他のアジア地域と同様に, 	ダ
ムによって影響を受ける部族共同体を含め, そのような多くの集団が存
在する｣ と述べ
()
, 次のように反論した｡
｢国連宣言に明確に関連するのは, その文言により, 及び特別報告者
の任務を含め, 先住民族に関する国連の多様なプログラム及びメカニズ
ムから明らかなように, ある領域に土着し, 非支配的な立場にあり, 社
会の支配的な集団によっては感じられていない方法で, 自らの独特なア
イデンティティや基本的人権に対する脅威に苦しみ, 及び苦しみ続けて
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
()
()  
()  
いる集団である｡ それゆえ, アジアの文脈で先住民族は, 自らが暮らす
国に土着のものであり, 他と異なるアイデンティティや生活方法をもち,
土地及び天然資源の剥奪や文化的表現の否定のような様々な形態の抑圧
の歴史に関連する非常に具体化された人権問題に直面している, ｢部族
民｣ ｢山岳民族｣ ｢指定民族｣ ｢アディヴァシ｣ のような独特な文化集団
に言及するものと理解される
()
｣｡
さらには, 先住民族概念について広く新しい理解を主張する
アフリカ人権委員会の先住民先住民共同体の権利に関する専門家作業
部会 (以下, 	
) の報告書を引用しながら, ｢ ｢もし先住概念
がもっぱら植民地の状況にのみに関連しているならば, 我々は植民地支
配から解放された後に継続している不平等な国内構造関係を分析するの
に適切な概念をもたないことになる｣｡ それゆえ, アフリカの文脈と同
様に, インド及びアジア一般の文脈においても, ｢先住民族｣ という文
言の理解は, ｢先住性 () に焦点をあてる初期の定義を強
調するのではなく, [むしろ] 土着で国内の他の集団との明白な差があ
ることについての自己認識に焦点をあてるより最近のアプローチや, そ
れにより先祖伝来の土地及び領域が民族としての集団的な物理的及び文
化的生残りのために基本的重要性をもつことになる自らの先祖伝来の土
地への特別な結びつき及びその利用, これらの民族が国内の主流派及び
支配的モデルとは異なる文化, 生活方法又は生産方法を有しているため
の従属, 周辺化, 剥奪, 排除又は差別の経験を強調すべきである
()
｣｣｡
その上で, は国連宣言の先住民族の定義の欠如に関して, 次
のような指摘をおこなう｡ ｢ ｢先住｣ () の文言の確固たる定
義を支持していないが, 国連宣言はその前文で, 先住民族に対する抑圧
の歴史に言及しながら, 先住民族が ｢異なること, 自らが異なると考え
ること, そのように尊重されること｣ の権利を強調している｡ そしてそ
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 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の第条において, 国連宣言は, ｢自己の慣習及び伝統に従って, アイ
デンティティ又は構成員を決定｣ する先住民族の権利を確認している
()
｣｡
このようには, 西欧諸国による植民地化を起源とする伝統的
先住民族概念に依拠せず, あるいは誰が最初にその領域に来たのかとい
う問題に固執せず, むしろ自己定義並びに先祖伝来の土地との独特な結
びつきや抑圧及び差別等の歴史といった伝統的先住民族と類似の特徴及
び経験を共有することを重視して, その任務を遂行することを明らかに
している｡ そのような観点からは, 本件で問題になっている部
族共同体にも国連宣言は適用されるとして, ｢	
ダムプロジェク
トを進め, 当該プロジェクトに関して, 部族共同体による抗議の明確な
要求及び行為に対応するにあたり, 国連宣言及び他の適用可能な国際文
書に規定される基準を完全に考慮し, それらを効果的にするための努力
をおこなうよう｣ インド政府に要請している
()
｡
インド政府は, 特別報告者の上記の所見を, 年６月４日の書簡で,
以下のように激しく批判をしている
()
｡ ｢インド人口全体が国に先住して
いると政府によって考えられており, この問題は, 先住民族に関する特
別報告者の任務の範囲に入らない｡ 年６月日の書簡で人口全体が
先住していることを認めたにもかかわらず, 特別報告者は, どこか他の
先住民の経験と類似した特徴に基づいてある集団に例外を導入しようと
した｡ 特別報告者が政府に対して自らの先住民族の定義を押し付けよう
とすることは受け入れられない｣｡ ｢先住民族の詳細な定義は, 年もの
長引いた交渉の後に採択された国連宣言に入れられなかった｡ それゆえ,
現在, 定義をおこなおうとするいかなる試みも望ましくも, 生産的でも
ない｡ 同様に, 特別報告者は, 彼が先住民族と呼ぶ者の経験の彼の解釈
を通じて, インドの部族民のような関係ない集団に国連宣言の適用を拡
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
()
() 
() 
() 
大しようと試みるべきではない｣｡
なお, インドネシアやボツワナも, 国民全体が自国に先住していると
いう主張を展開したが, は, 他の地域の先住民族の特徴と経験
との類似性を強調して, 同国内のエスニック集団が国連宣言の適用対象
となることを導いている
()
｡
() イスラエル
ネゲヴ砂漠の	
村の取り壊しとその居住者達の政府が計画し
ている村への移住に関する通報について, はその所見で, ｢国連
宣言が	
に関する国家の義務に光をあてている｣ とし, ｢ネゲヴ
における	
の土地及び資源に対する権利をイスラエルが明らか
に承認及び尊重していないことに関して｣, 先住民族の土地及び資源の
権利を規定する国連宣言第条に言及したり, ｢国連宣言で規定されて
いるように, 国家は先住民族の土地を確認及び保護するプロセスを確立
する積極的義務を負っており, このプロセスは関連先住民族との協力の
下で実行されなければならない｣ と述べたりしていた
()
｡
これに対して, イスラエル政府は, 年８月日の書簡で, ｢イス
ラエルは, 	
市民が先住民族として分類されることを受諾しえな
い｡ 歴史的に, 	
は, オスマン帝国時代の後期に, 主にサウジ・
アラビア及びエジプトから, 既に存在している法レジーム, ネゲヴ地域
に到着した｣ と批判した｡
その後, は, 更なる所見を出し, 次のように反論している｡
｢特別報告者は, しかしながら, イスラエルを含む地理学上の地域にお
ける	
の長期にわたる存在に留意し, 土地との関係や多数派人
口とは異なる文化的伝統の維持を含む多くの点で, 	
が世界の先
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住民族の特徴を共有していることを認める｡ さらに, の独特な
文化的アイデンティティ及びその先祖伝来の土地との関係から生じる彼
(女) らの不満は, 先住民族に関連する国際人権レジームが対応するこ
とを予定していたタイプの問題を代表していると識別しうる｡ それゆえ,
特別報告者は, の構成員達によって表明された懸念は, 自らの
任務に関連し, 国連宣言等の国際文書に含まれる諸原則の関心の範囲内
であると考える
(	)
｣｡
(
) 国連宣言の法的拘束力のなさを指摘する例
()
() カナダ
アルバータ州政府がの先祖伝来の土地で, 彼
(女) らの同意を事前に得ることなく, 石油及びガスのパイプライン建
設を許可したことに関する通報において, カナダは年６月３日に次
のような返答をしている｡ 特別報告者が国連宣言に言及したことについ
て, ｢カナダは, 宣言が法的に拘束的な文書ではなく, その規定は国際
慣習法を反映しておらず, 当該文書はカナダにおいていかなる法的効力
も有さないことに留意する｣ と強調した
()
｡ ただし, ｢カナダ政府は, 国
内および国外において, 既存の人権条約上の義務及び約束に基づいて,
先住民族の権利を保護及び促進するために効果的な行為をとり続けるこ
とを断言する
()
｣ と述べ, カナダが締約国となっている人権条約上の義務
は遵守することを確認している｡ なお, 当該返答は, カナダが国連宣言
支持に転換する前のものであるが, 宣言支持を表明する声明においても,
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
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(	) 
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() 通報審査におけると政府との対話の中で, 国連宣言の法的拘束
力のなさを指摘した他の例として, マレーシアがあるが (
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よる反論は報告書に記載されていない｡
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国連宣言が法的拘束力をもたず, 国際慣習法を反映せず, カナダ法を変
化させないことを確認している
()
｡
年５月日に	は, 自らの所見をカナダに送付し, その中
で次のように反論している
()
｡ まず, 	は, 国連宣言それ自体が法
的に拘束的な文書ではないことを争わない旨を明らかにする｡ その上で,
｢しかし, このことは, カナダに関することを含め, 宣言がいかなる法
的な重要性又は規範的な意味をもたないことを意味しない｡ 規範を宣言
する総会決議が国際慣習法を創設しうる, 又は反映しうること, 若しく
は, 憲章に述べられている人権諸原則やカナダが当事国である複数の条
約に規定される人権基準を含む, 既に確立した国際法の原則又は規則の
解釈でありうることは十分に確立している｣ と続ける｡ 	によれ
ば, ｢宣言の全ての規定が国際慣習法を反映しているわけではないと論
じることはでき, それは合理的な立場であるだろう｡ 宣言のいずれの規
定もそうでないことを支持することは, かなり別の問題で, 明らかに受
け入れがたい立場である｡ 問題は, 宣言全体が国際慣習法であるか否か
ではなく, むしろ, その規定のいずれが国際慣習法を反映しているか,
そしてその程度である｣｡
問題は, 	が国連宣言のどの権利を国際慣習法の反映と考えて
いるかであるが, この点について彼は, 次のように述べている｡ ｢

事件に関連する土地, 天然資源及び協議に関する諸規定を含む, 宣
言の規定の多くは, 国際慣習法を反映している｡ これらの規定の全ての
詳細についてまではともかく, 少なくとも, そこから認められうる核と
なる諸原則の限りにおいては, そうである｣｡
年６月日の書簡でカナダ政府は, 数週間又は数カ月以内に特別
報告者の所見に対する返答をおこなう予定であるとしたが, 年年次
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報告書の時点では, カナダ政府の返答は確認できない｡
() アメリカ
地元の先住民族により神聖な場所と見なされてきた土地で, 商業スキー
の運営のために下水を再利用して人工雪を製造することを合衆国の森林
局が許可したことに関する通報について, アメリカ政府は, 年月
日の返答の中で, 次のように特別報告者の所見に異議を唱えた｡ ｢合
衆国は, 条約の明確な文脈で交渉されておらず, 後の, 非拘束的で願望
を示した文書を, そのような条約の下での当事国の義務を再解釈するた
めに, 利用することは適切でないと信じている｣｡ ただし, その上で,
｢合衆国は, 条約上の義務の解釈に関する自らの見解が, 国連宣言に対
する支持を有意義にすることを約束しないことを意味しないことを強調
したい｣ と述べている
()
｡ アメリカ政府による当該返答は, 年月にア
メリカが国連宣言支持に転換した以降のものであるが, その支持声明の
中では, 国連宣言が法的拘束力をもたないことを確認している
()
｡
これに対して, 	
は自らの所見の中で, 次のように反論してい
る｡ ｢特別報告者は合衆国に対して, 国連宣言は自らが当事国となって
いる条約の解釈に利用されてはならないという立場を放棄するよう求め
る｡ 特別報告者は, 当該立場は, 合衆国の国連宣言支持と合致しないし,
法的に不合理であると考える｡ 合衆国が国連宣言に具体化される先住民
族の権利の諸原則を支持する限り, 先住民族に関連する条約の適用にお
いて, 国連宣言がかなり有益であるとどのようにしたら考え得ないのか
理解するのは困難である｡ さらに合衆国の立場は, 人権諸条約はダイナ
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
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ミックな方法で解釈されるという国際人権法及び実行の傾向 (略) と対
立するものである
()
｣｡
国連宣言実施をめぐる国家からの抵抗
以上の検討から, 国連宣言の適用をめぐり, 大きく分けて, 国家の側
から次の２つの抵抗が存在することが明らかになった｡ まず第１に, 問
題の民族が先住民族ではない, あるいは自国民すべてが先住民族である
という主張がある｡ それは, 問題の民族は, 当該領域に最初に暮らして
おらず先住民族ではないとしたり, アジアやアフリカの国を中心として,
植民地化された経験をもつ国の場合, すべての自国民が先住民族である
としたりすることによる｡ これらの主張を, は国家の側の知識
不足と捉え, 誰が最初にその領域に来たのかという問題には固執せず,
むしろ独特なアイデンティティ及び生活様式をもち, 土地及び天然資源
の剥奪や文化的表現の否定といった抑圧及び差別の歴史をもつ点で, 伝
統的先住民族と類似の特徴及び経験を有するエスニック集団にも国連宣
言は適用されるという見解を示している｡
筆者は, この特別報告者の見解を支持する｡ それは, 別稿で見たよう
に, ヨーロッパ植民者との関係で捉えられていた先住民族概念が, 国連
宣言起草作業の初期段階にアジア及びアフリカ諸国のエスニック集団か
らの要請を受けて拡大され, 		
年代半ばには, アジア及びアフリカを
含めた普遍的適用を前提とした議論が起草作業でおこなわれていたから
である
()
｡ また, アフリカ人権委員会及びそれが設置したは,
現代の先住民族概念は, ｢最初にやってきた者｣ という伝統的な理解を
超えて, 国際的により広い意味合いをもつようになっていることを指摘
中京法学	巻３・４号 (
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() 拙稿 ｢アフリカにおける ｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の受容と
抵抗―先住民族の定義・自決権・土地権をめぐって｣ 『中京法学』 第巻
１・２号 (

年), －頁｡
し, ｢先住性｣ よりも ｢周辺化｣ ｢先祖伝来の土地と密接な関係にある独
特な文化及び生活様式｣ ｢自己認識｣ に焦点をあてた新しい理解を提唱
したが
()
, それはのみならず, 国際法協会によっても支持されて
いる
()
｡
第２に, 国連宣言は法的拘束力をもたないという主張である｡ この考
えは, 国連宣言に基づいた人権条約の解釈を認めない, あるいは既存の
国内法又は政策を変化させない限度で国連宣言を支持するという立場の
基礎にもなっている｡ 当該主張についても, は国家の側の知識
不足と捉え, 国連宣言それ自体に法的拘束力はないが, 宣言の規定の中
には国際慣習法を反映しているものもあり, 特に土地及び天然資源の権
利のような核となる権利の多くは国際慣習法となっているという見解を
示している｡ 筆者は, 国連宣言には国際慣習法となっている権利も含ま
れていることは支持するが, 宣言の核となる権利の多くが国際慣習法と
なっているという見解は, 次に述べる理由から支持しえない｡
は	

との共著論文の中で, ｢先住民族が伝統的に所有
又は占有, 使用してきた土地の境界画定, 所有, 発展, 使用の権利｣ を
含む宣言の核となる権利が国際慣習法になっていることを主張している
()
｡
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
()
() 拙稿 ｢地域的人権条約に基づく先住員族の土地に対する集団的財産権の
承認―先住民族概念および時際法との関係に焦点をあてた米州とアフリカ
の実行比較｣ 『国際人権』 号 (年), 頁｡
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土地に対する権利についていえば, たしかに共同体事件
において原告である米州人権委員会は, 先住民族の先祖伝来の土地に対
する権利を国際慣習法と主張していたし
(	
)
, 前述のベリーズ最高裁判決で
は, ｢国際慣習法と国際法の一般原則の両方が先住民族の土地及び資源
に対する権利を尊重するようベリーズに要請する｣ と述べられていた
(	)
｡
この点, は, 
年に先住民族の権利に関する国家実行の調
査をおこない, その中で, ブラジルの
年憲法改正やオーストラリア
の判決等, 土地に対する権利を承認する立法や実行を紹介してお
り
(	)
, それが国際慣習法の成立要件である一般的慣行の証拠とされている｡
しかし, も指摘するように, そのような変化は一部の国にと
どまっており, 国際的に広く認められる実行とは言えない
(	)
｡
また, は主要な利害関係国であるカナダ, アメリカ, ニュー
ジーランド, オーストラリア () の反対にもかかわらず, 国
連宣言の採択を国際社会一般の法的信念の表明と見なしているようであ
る
(	 )
｡ 例えば, とは, ｢プロセスに参加し, 国際平面で
の先住民族の特別な権利と地位に数年の間, 関心を示したことにより,
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４反対国は, 法的信念, すなわち, もし最終的に形作られる諸条項がこ
れらの国の詳細な政策選択に合致したならば拘束されることをいとわな
い意向を示した｣ と述べている
()
｡ また, は, 	
は宣言の
｢特定の条項の文言に合意せず, 採択プロセスに懸念を示しているが,
４カ国はまた国連宣言によって推進される核となる諸原則や価値に一般
的な受諾も表明している｣ とも述べている
()
｡
確かに	
は, 国連宣言の必要性自体を否定したわけではなく,
その後, いずれも国内法・政策を変更させないという条件つきで宣言支
持に回ったが, 自決権, 土地及び資源に対する権利, 原則という
国連宣言の核となる権利に対する懸念を繰り返し表明しており, その立
場は現在まで維持されている｡ また, 国連総会での採択の際, オースト
ラリア, カナダ, ニュージーランドが, また国連宣言支持への転換にお
いて, カナダ, アメリカが国連宣言に法的拘束力がないことをわざわざ
確認していることに加えて, 国連総会で採択を支持した複数の国も同様
の確認をおこなっていたことからすれば
()
, 国連宣言の採択を国際社会一
般の法的信念の表明とみなすことは難しいように思われる
()
｡
筆者は国連宣言全体を, あるいは国連宣言の核となる権利の多くを国
際慣習法であると結論づけることは時期尚早との立場にたつものであり,
国連宣言の中に国際慣習法となっている権利があることや, 今後, 国連
宣言がその規定する権利の国際慣習法化に貢献する可能性を否定するも
のではない｡ また, 筆者はが主張するような所有及び使用等の
権利を含む土地に対する権利一般が国際慣習法化していると現時点で見
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
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() 例えば, グアテマラ, トルコ, ガイアナ, コロンビア, イギリス ($
%%&!'(%"&)｡
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なすことは難しいと考えているのであって, 土地に対する権利の具体的
内容によっては, 慣習法化の兆しを認めることもできると考えている｡
すでに国際慣習法化している, あるいは少なくとも国際慣習法として生
成しつつある土地に対する権利の例として, 別稿で検討を予定している
が, 先住民族の先祖伝来の土地における開発に先立って, 先住民族と協
議する義務をあげることができるだろう｡ さらに, 国連宣言上の国際慣
習法でない権利であっても, や特別報告者による勧告に加えて,
人権条約実施監視機関による国連宣言を考慮した最終所見等がくり返し
おこなわれたり, 後述するような宣言独自の実施監視制度の整備が進め
られたりする中で, 単に非法として無視することは, 難しくなっていく
ことも考えうる｡
おわりに
国連で起草された人権条約の多くは, その前段階として宣言が採択さ
れてきた｡ 先住民族の権利に関する国連宣言も, 今後, 条約化の道を進
むのだろうか｡ この点, 現段階では, 先住民族達は, 国家の抵抗により
権利内容が弱められることが予測される条約化よりも, 国連宣言の実施
を目指している｡ ただし, 国連宣言の実施は困難に直面していることか
ら, 先住民族達は, 既存の人権モニタリング制度のより積極的な活用と
国連宣言に特化した新しい実施監視制度の構築について検討をおこなっ
ている｡ 例えば, ｢先住民族世界会議｣ の先住民族による準備会合で採
択されたアルタ成果文書 (年６月) は, 既存の人権モニタリング制
度を利用した先住民族の権利の促進を目指して, ｢先住民族の権利を専
門とするより多くの先住民候補者が条約監視機関に任命されること｣ や,
｢国家が先住民族の権利の実施における進歩について正式に評価される
ように, 宣言が人権理事会のにおいて人権最低基準として利用さ
れること｣ を勧告している
()
｡ また, 同文書は, ｢国連宣言で確認された
ものを含むが, それに限定されるわけではない, 先住民族の権利の実施
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を促進, 保護, 監視, 審査及び報告することを任務とする新しい国連機
関の設立
()
｣ も勧告している｡ 年９月に国連総会で採択された ｢先住
民族世界会議｣ の成果文書では, 新しい国連機関の設立は言及されてい
ないが, 国連宣言の目的の達成を ｢監視し, 評価し, 進歩させるために
(国連) 加盟国をより支援することを含め, 国連宣言の尊重をより効果
的に促進できるようにするために｣, 	
を含めた既存のメカニズ
ムの任務を再検討するよう国連理事会に要請している
()
｡ また, ｢人権条
約諸機関がそれぞれの任務に従って, 宣言を考慮するよう｣ 要請し, 加
盟国に対して, ｢これらの機関に対する報告書及び
プロセスにお
いて, 宣言の目的を達成するためにとった措置を含め, 先住民族の権利
の状況についての情報を, 適切な場合には, 含めるよう｣ 求めている
()
｡
現在, 国連宣言の実施監視それ自体を任務とする国際機関は存在しな
いが, 
や特別報告者の通報審査及び国別現地調査では, 国連宣言
実施に関する勧告がおこなわれる場合があり, 実施監視の一翼を担って
いるといえる｡ もっとも, 
や特別報告者の勧告も, 上述の提案に
あった人権条約実施監視機関の見解や新設される可能性のある又は既存
の国連機関による審査のいずれも法的拘束力をもつものではない｡ しか
し, そもそも法的拘束力の有無は, 実効性の有無と必ずしも直結しない
ことは, 認識されるようになってきている｡ 例えば, 自由権規約委員会の
安藤元委員は, 同委員会の見解が ｢当事国の国内世論が強力なところや,
政府が国際世論に敏感なところでは, それが事実上の拘束力を発揮する
余地は十分にある｣ ことを指摘している
()
｡ 人権条約実施監視機関は, 締
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
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() 安藤仁介 ｢自由権規約選択議定書に基づく ｢見解｣ の実効性確保につい
約国との建設的対話を継続することを通じて, 条約実施を妨げている要
因を明らかにし, それに対して専門知識に基づく勧告をおこなうことで,
締約国が条約の義務内容を正しく理解することを促進している｡ 本稿で
確認したように, 国連宣言の実施を妨げている要因として, 国家の国連
宣言に関する知識及び技術の不足が指摘されていることからすれば, 政
府との建設的対話を通じて国連宣言の理解を高め, 技術援助を促進する
ことは, 国連宣言の実施に向けた重要な第一歩となることが期待される｡
ただし, 国連宣言の実施促進を目指す, 現在の国際的努力には, 次の
ような課題が存在する｡ 第１に, において勧告をおこなう国家代
表側の国連宣言又は先住民族の権利の知識不足という問題がある｡ 
の勧告は, 専門家ではなく, 国家代表の指摘に基づくものではあるが,
複数の国家代表から国連宣言の実施を求められ, それが公表されること
は, 一定の国際的なプレッシャーを国家に与えることになる｡ しかし,
勧告をおこなう国家代表が国連宣言又は先住民族の権利の重要性を十分
に認識していない, 若しくはその権利内容について知識が不足している
場合が存在するように思われる｡ 例えば, 日本の第１回審査
(年) では, アイヌの土地権等について国連宣言と調和するよう再
検討することや, 国連宣言を実施できるようにアイヌ民族と対話を開始
する方法の模索が勧告されていた
()
｡ しかし, 第２回審査 (年)
では, 	

による国連文書に関する締約国情報には, 日本がアイ
ヌを先住民族と認めた後に採択されたものも含め, 人種差別撤廃員会や
自由権規約委員会のアイヌの権利に関する一般的意見が掲載されていた
にも関わらず
()
, アイヌに関する勧告はおこなわれていない
()
｡
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て―規約人権委員会による ｢見解｣ のフォロー・アップ手続の発展｣ 『同
志社法学』 巻３号 (年), 頁｡
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第２に, 特別報告者の財源が限定的であるため, 通報審査におけるフォ
ローアップが十分におこなわれていないという問題がある
()
｡ では,
国連宣言に基づく勧告がおこなわれても, 被審査国による勧告不支持表
明が認められており, そこで対話が終了になってしまうのに対して, 特
別報告者の通報審査では, 国家による国連宣言の理解のどこに問題点が
あるのかまで専門知識に基づく指摘がおこなわれており, 建設的対話に
基づく国家の宣言理解促進という点で, 重要な役割を果たしている｡ こ
のような特別報告者の活動を通じた国連宣言の実施監視機能の発展は,
の資質及びリーダーシップに基づくところが大きかったことは
否定しがたいが, 	


にも引き継がれている｡ しか
し, 通報審査における特別報告者の所見のフォローアップは, 財源が限
定的であることを理由に, ほとんどのケースでおこなわれていない｡ 自
由権規約委員会等の個人通報制度ではフォローアップ制度が存在し, 見
解が出た後も国家との建設的対話が継続しておこなわれており, 特別報
告者の通報審査でも同様の制度が導入されることが望ましい｡ その際,
特別報告者の仕事量が膨大であることを考慮して, 新設あるいは既存の
機関の任務の見直しを通じ, 役割分担をしていく必要があるだろう｡
第３に, 国連宣言の実施監視という観点からは, 既存の人権モニタリ
ング制度のより積極的な活用は望ましいが, そこには限界も存在する｡
人種差別撤廃委員会は報告制度の最終所見において, 国連宣言を条約解
釈の指針として利用することを勧告したり, 国連宣言の実施状況に懸念
を表明したりする場合があり注目されるが, 基本的に, 各機関は国連宣
言の実施監視を任務としているわけではないため, それぞれが対象とす
る人権条約に規定される権利の範囲内で国連宣言を考慮することができ
るのみである｡ また, 特別報告者の通報審査や国別現地調査でも, 国連
｢先住民族の権利に関する国連宣言｣ の実施に向けた
国際的努力と課題 (小坂田)
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宣言に基づく違法性審査は原則としておこなわれていない｡ には,
審査する側の国家代表の知識不足という問題や被審査国による勧告の不
支持表明により対話が終了するという限界がある｡ その意味で, 国連宣
言の実施監視を任務とする機関の新設, あるいは既存の機関の任務の見
直しは, 重要である｡
これまででは, 国連宣言の実施監視をおこなう新しい制度とし
て, 報告制度や個人通報制度を規定する選択議定書が提案されてきた
()
｡
条約化ではなく, 国連宣言の実施監視制度を求める先住民族の試みが,
いかにして, どの程度, 実現していくのか, 今後の動向に注目したい｡
[付記] この度, ご退職を迎えられた石川一三夫教授と平川宗信教授に対し,
これまでのご指導に心から感謝申し上げます｡
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